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■ 主要指標の動き ■ 2017年12月1日時点（1週間前＝11月24日、3ヵ月前＝9月1日、6ヵ月前＝6月1日、1年前＝2016年12月1日） なお、休場の場合は、直前の営業日のデータを使用

注1 先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）
ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

注2 新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）
ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

注3 日本国債指数 ： ｼﾃｨ日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）

注4 先進国（除く日本）国債指数 ： ｼﾃｨ世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、ﾍｯｼﾞなし･円ﾍﾞｰｽ）
注5 新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出
注6 新興国REIT指数 ： S&Pｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾘｰﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ）

ただし、騰落率については、日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが円換算して算出

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）
各指数に関する著作権・知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

※ 右表の為替レートは、原則としてニューヨーク
の17時時点のものであり、弊社投資信託の
基準価額の算定に用いられるものと大きく
異なることがあります。

「利回り」変化のデータは、騰落率(%）ではなく、騰落幅*

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 16年末比

先進国（除く日本）株価 注1 9,805.24 1.2 7.3 9.2 22.1 15.8
新興国株価　注2 2,422.61 ▲ 2.7 4.3 13.2 31.2 26.9
日経平均株価 22,819.03 1.2 15.9 14.9 23.3 19.4

TOPIX (東証株価指数) 1,796.53 0.9 10.9 13.3 21.1 18.3
JPX日経インデックス400 15,923.64 0.9 11.1 12.6 19.6 17.0
JPX日経中小型株指数 15,446.21 1.2 11.5 18.8 33.9 28.1
日経ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ平均 3,820.62 0.9 10.6 19.6 43.2 39.5

東証マザーズ 1,169.06 0.5 5.5 4.9 27.1 24.0
NYﾀﾞｳ 工業株30種 24,231.59 2.9 10.2 14.6 26.3 22.6

S&P 500種 2,642.22 1.5 6.7 8.7 20.6 18.0

ナスダック総合 6,847.59 ▲ 0.6 6.4 9.6 30.4 27.2
欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 383.97 ▲ 0.7 2.1 ▲ 2.0 12.6 6.2

英国　FTSE100 7,300.49 ▲ 1.5 ▲ 1.9 ▲ 3.2 8.1 2.2

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 385.54 ▲ 1.1 2.9 ▲ 0.1 18.5 10.1
ドイツ　DAX 12,861.49 ▲ 1.5 5.9 1.6 22.1 12.0

中国　上海総合 3,317.62 ▲ 1.1 ▲ 1.5 6.9 1.4 6.9

中国　上海A株 3,474.43 ▲ 1.1 ▲ 1.5 6.9 1.4 6.9

香港　ハンセン 29,074.24 ▲ 2.7 4.0 12.7 27.1 32.2

香港 ﾊﾝｾﾝ中国企業株（H株） 11,449.43 ▲ 3.9 1.5 7.8 15.7 21.9

香港 ﾊﾝｾﾝ中国ﾚｯﾄﾞﾁｯﾌﾟ 4,302.80 ▲ 1.8 ▲ 0.9 5.3 12.9 19.9

台湾　加権 10,600.37 ▲ 2.3 0.1 5.1 14.4 14.6
韓国　KOSPI 2,475.41 ▲ 2.7 5.0 5.6 24.8 22.2

シンガポール　ST 3,449.54 0.2 5.3 6.6 17.8 19.7
マレーシア　FBM KLCI 1,717.86 0.0 ▲ 3.1 ▲ 2.6 5.6 4.6

タイ　SET 1,699.65 0.2 5.0 8.7 12.4 10.2

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 5,952.14 ▲ 1.9 1.5 3.7 14.5 12.4

フィリピン　総合 8,144.02 ▲ 2.6 2.3 2.7 18.6 19.1
ベトナム　VN 960.33 2.6 21.8 29.5 44.1 44.4

インド　SENSEX 32,832.94 ▲ 2.5 2.9 5.4 23.6 23.3
豪州　S&P/ASX200 5,989.76 0.1 4.6 4.4 8.9 5.7
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ブラジル　ボベスパ 72,264.45 ▲ 2.6 0.5 16.0 21.4 20.0
メキシコ　IPC 47,265.30 ▲ 1.4 ▲ 7.5 ▲ 3.7 5.3 3.6

アルゼンチン　メルバル 26,941.63 ▲ 1.9 13.9 19.6 58.1 59.2

ロシア　RTS（米ドル建て） 1,133.33 ▲ 2.8 3.0 8.4 8.2 ▲ 1.6

ロシア　MICEX 2,105.99 ▲ 2.6 4.7 12.6 ▲ 0.7 ▲ 5.7
ポーランド　ﾜﾙｼｬﾜWIG 62,031.02 ▲ 2.9 ▲ 4.9 3.1 28.2 19.9

トルコ イスタンブール100 103,559.00 ▲ 0.9 ▲ 5.9 6.4 42.8 32.5
南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 59,449.38 ▲ 1.4 5.2 12.5 19.1 17.4

エジプト　EGX30 14,582.22 3.4 8.7 8.3 26.3 18.1
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日本国債　注3 359.61 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.3 ▲ 0.5 0.1
先進国（除く日本）国債　注4 465.03 1.2 2.7 5.4 7.1 4.7

新興国債券　注5 832.25 0.7 0.8 1.7 8.3 3.3
日本国債10年物 0.035 0.006 0.036 -0.012 0.004 -0.011 
日本国債20年物 0.577 0.007 0.044 -0.001 0.098 -0.004 
日本国債30年物 0.837 -0.002 0.014 0.019 0.239 0.114
米国債10年物 2.362 0.019 0.195 0.150 -0.087 -0.083 

ドイツ国債10年物 0.305 -0.055 -0.074 0.000 -0.064 0.097

イタリア国債10年物 1.716 -0.095 -0.361 -0.540 -0.334 -0.099 

スペイン国債10年物 1.417 -0.069 -0.182 -0.146 -0.198 0.033
東証REIT（配当込み） 3,188.11 ▲ 0.4 0.5 ▲ 3.1 ▲ 2.7 ▲ 6.8
S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数

（ﾍｯｼﾞなし･円ﾍﾞｰｽ）
469.58 0.9 3.8 5.5 11.7 3.8

新興国REIT指数　注6 253.52 1.5 ▲ 3.7 ▲ 1.4 11.5 3.4
北海ブレント先物 63.73 ▲ 0.2 20.8 25.9 18.1 12.2

WTI先物 58.36 ▲ 1.0 23.4 20.7 14.3 8.6

ニューヨーク金先物 1,282.30 ▲ 0.7 ▲ 3.6 1.0 9.7 11.3
CRB指数 190.69 ▲ 0.8 5.4 6.5 ▲ 0.4 ▲ 0.9

鉄鉱石(鉄分62%、青島受渡) 70.11 3.2 ▲ 11.2 25.3 ▲ 10.5 ▲ 11.1
S&P MLP指数 4,414.45 3.0 ▲ 3.8 ▲ 7.1 ▲ 2.5 ▲ 9.0
S&P BDC指数 215.82 ▲ 1.3 0.9 ▲ 2.2 4.0 1.1
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米ドル・インデックス 92.89 0.1 0.1 ▲ 4.4 ▲ 8.1 ▲ 9.1

米ドル 112.18 0.6 1.7 0.7 ▲ 1.7 ▲ 4.1

カナダ・ドル 88.42 0.7 ▲ 0.6 7.3 3.2 1.5

ユーロ 133.47 0.3 2.1 6.9 9.7 8.5

英ポンド 151.24 1.7 5.9 5.4 5.3 4.9

スイス・フラン 114.90 0.9 0.6 0.2 1.8 0.1

スウェーデン・クローナ 13.43 ▲ 0.3 ▲ 2.6 4.9 8.6 4.2

アイスランド・クローネ 1.087 0.1 3.6 ▲ 3.8 6.3 5.2

ノルウェー・クローネ 13.54 ▲ 1.3 ▲ 4.2 2.9 ▲ 0.1 ▲ 0.0

デンマーク・クローネ 17.93 0.3 2.0 6.8 9.6 8.3

中国人民元 17.02 0.4 1.2 4.0 2.5 1.1

香港ドル 14.36 0.7 1.6 0.5 ▲ 2.4 ▲ 4.8

台湾ドル 3.74 0.6 2.2 1.1 4.7 3.5
韓国ウォン（100ウォン当たり） 10.36 0.8 5.4 4.3 6.0 6.9

シンガポール・ドル 83.24 0.4 2.4 3.6 4.0 2.9

マレーシア・リンギ 27.44 1.2 6.3 5.6 7.4 5.2

タイ・バーツ 3.44 0.8 3.4 5.5 7.5 5.3
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ（100ルピア当たり） 0.829 0.4 0.2 ▲ 1.1 ▲ 1.7 ▲ 4.4

フィリピン・ペソ 2.23 1.3 3.2 ▲ 0.5 ▲ 2.8 ▲ 5.4
ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ（100ドン当たり） 0.494 0.7 1.8 0.7 ▲ 1.7 ▲ 3.9

インド・ルピー 1.74 1.0 1.1 0.8 4.3 1.1

オーストラリア・ドル 85.39 0.6 ▲ 2.9 4.0 0.9 1.5

ニュージーランド・ドル 77.31 0.8 ▲ 2.0 ▲ 1.7 ▲ 4.4 ▲ 4.8

ブラジル・レアル 34.44 ▲ 0.2 ▲ 1.9 0.5 4.8 ▲ 4.2

メキシコ・ペソ 6.02 0.2 ▲ 2.7 0.8 9.7 6.7

アルゼンチン・ペソ 6.52 1.4 1.8 ▲ 6.1 ▲ 9.7 ▲ 11.6
ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ（100ペソ当たり） 3.74 0.1 ▲ 0.5 ▲ 2.7 0.8 ▲ 4.0
チリ・ペソ（100ペソ当たり） 17.31 ▲ 1.6 ▲ 1.8 4.5 2.3 ▲ 0.8

ペルー・ヌエボ・ソル 34.69 0.7 1.9 2.0 3.8 ▲ 0.5

ロシア・ルーブル 1.91 ▲ 0.2 ▲ 0.7 ▲ 3.5 6.9 0.4

ポーランド・ズロチ 31.68 0.2 3.1 6.4 16.9 13.4
ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 42.55 ▲ 0.2 ▲ 0.5 4.9 9.9 6.9

ルーマニア・レイ 28.81 0.4 1.2 5.4 6.5 6.2

トルコ・リラ 28.85 2.1 ▲ 9.9 ▲ 8.7 ▲ 11.4 ▲ 13.1

南アフリカ・ランド 8.17 3.4 ▲ 4.2 ▲ 5.5 0.9 ▲ 4.1

エジプト・ポンド 6.36 0.8 1.7 2.8 ▲ 0.5 ▲ 1.5
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■ 先週の主な出来事■ （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

日付
市場の

反応
国・地域 指標など（コメント）

上海総合指数は約3ヵ月ぶりの安値

当局が金融市場への監督強化を続けるとの見方や、金融市場の流動性に対する
懸念などから、前週に不安定な動きを見せた中国株式相場が下落し、上海総合指
数は8月24日以来の安値で引けた。香港や日本の株式相場も下落した。ただし、
中国株式相場は28日には反発した。

新築住宅販売件数は10年ぶりの高水準

10月の新築住宅販売件数は前月比+6.2%の年率換算68.5万戸と、予想に反して
3ヵ月連続で増加し、2007年10月以来の高水準となった。これを受け、国債利回り
が上昇する場面もあったが、北朝鮮がﾐｻｲﾙ発射準備を進めている可能性があると
の報道などを受け、引けにかけては低下に転じた。株式相場はほぼ横ばいだっ
た。なお、円相場は一時、1ﾄﾞﾙ=110円台まで上昇し、111円台初めで引けた。

上院の税制改革法案が予算委員会を通過

上院予算委員会で税制改革法案が可決され、上院本会議での採決に向けて前進
した。また、11月の消費者信頼感指数が前月比+3.3ﾎﾟｲﾝﾄの129.5と、予想に反し
て5ヵ月連続の上昇となり、2000年11月以来の高水準を記録したことなどもあり、
国債利回りが上昇した一方、投資家のﾘｽｸ資産選好が強まった。さらに、FRB(連邦
準備制度理事会)の次期議長に指名されたﾊﾟｳｴﾙ理事が上院の公聴会で、金融機
関に対する規制の見直しに理解を示し、規制緩和期待が拡がり、銀行株が買われ
たことなどもあり、主要3株価指数が揃って最高値を更新した。

北朝鮮、9月15日以来となる弾道ﾐｻｲﾙ発射に踏み切る

北朝鮮が未明に、弾道ﾐｻｲﾙを発射した。同国政府は、米本土全域を攻撃できる新
型の大陸間弾道ﾐｻｲﾙの発射実験に成功したと表明した。ただし、前日の米株高を
受け、日本でも株式相場が上昇したほか、円相場は111円台半ばに下落するな
ど、市場に大きな懸念は拡がらなかった。

堅調な経済指標の発表などを受け、欧米で国債利回りが上昇

ﾄﾞｲﾂの11月の消費者物価指数速報値は前年同月比+1.8%、米国の7-9月期GDP
改定値も前期比年率+3.3%と、ともに予想を上回る加速となった。また、FRBのｲｴﾚﾝ
議長は議会証言で、米経済が力強さを増しており、利上げの継続が正当化される
との見解を示した。米税制改革実現への期待もあり、欧米で国債利回りが上昇し
たほか、金融株や小売株などが買われ、株式相場が上昇し、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株
30種は最高値を更新した。ただし、利益確定売りなどからﾊｲﾃｸ株が下落した。ま
た、円相場は112円近辺に下落した。30日には、ｱｼﾞｱでもﾊｲﾃｸ株が売られた。

鉱工業生産は予想を下回る伸び

10月の鉱工業生産指数速報値は前月比+0.5%と、2ヵ月ぶりに上昇したものの、予
想(+1.8%)を下回った。金融株や出遅れｾｸﾀｰが買われ、株式相場は上昇した。

PMI(購買担当者指数)は製造業、非製造業とも上昇

11月のPMIは、製造業で前月比+0.2ﾎﾟｲﾝﾄの51.8、非製造業も+0.5ﾎﾟｲﾝﾄの54.8
と、ともに2ヵ月ぶりの上昇だった。同指数は50が景況感の境目。ただし、中国株式
相場は、金融市場の監督強化や流動性への懸念などから下落した。

30日
（木）

△ 世界

29日
（水）

28日
（火）

日本

欧米

○

○

米国

△

× 中国

11月
27日
（月）

△ 米国

中国△

■ 今週の主な注目点 ■ （高:注目度大、中:注目度中、低:ご参考）
日付 注目度 国･地域 指標など（コメント）

11月のISM非製造業景況指数

10月は前月比+0.3ﾎﾟｲﾝﾄの60.1と、2005年8月以来の高水準だった。同指数は50
が好不況の境目。11月は59.0と予想されている。

11月の貿易統計(ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ)

10月は、輸出が前年同月比+6.9%、輸入も+17.2%と、揃って伸びが鈍化した。11
月はそれぞれ、+5.1%、+12.0%と予想されている。

12月のﾐｼｶﾞﾝ大学消費者信頼感指数速報

11月は前月比▲2.2ﾎﾟｲﾝﾄの98.5だった。12月の予想は99.0。

11月の雇用統計

10月は、非農業部門雇用者数が前月比+26.1万人と、伸びが拡大、失業率は
▲0.1ﾎﾟｲﾝﾄの4.1%と、2000年12月以来の水準に低下した。11月はそれぞれ、
+19.9万人、4.1%と予想されている。

高

米国

12月
5日

（火）

8日
（金）

中国

中

中

高

米国

上記のほか、欧州では、4日にﾒｲ英首相とEU(欧州連合)のﾕﾝｹﾙ欧州委員長の会談およびﾕｰﾛ圏財務相
会合、5日にEU財務相理事会が予定されている。米国では、8日に連邦債務上限の適用停止期間が終わ
るほか、2018会計年度暫定予算が終了する。また、ﾌﾞﾗｼﾞﾙでは6日に中央銀行の金融政策委員会が予
定されており、追加利下げ(7.5%→7.0%)が見込まれている。

消費者物価指数は予想を下回る伸び

11月の消費者物価指数速報値は、全体が前年同月比+1.5%に伸びが高まったも
のの、ｺｱ･ﾍﾞｰｽでは+0.9%と、前月と同率だった。ともに予想を0.1ﾎﾟｲﾝﾄ下回った。
国債利回りが低下したほか、金融株やﾊｲﾃｸ株が売られ、株式相場は下落した。

税制改革実現への期待が高まる

与党･共和党の有力上院議員が、上院の税制改革法案への支持を表明した。10
月の個人所得が前月比+0.4%、個人消費支出も+0.3%となったこともあり、国債利
回りが上昇したほか、金融株を中心に幅広い銘柄が買われ、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株
30種、S&P500の両指数が最高値を更新した。また、ﾄﾞﾙが買われ、円相場は112
円台に下落した。なお、OPEC(石油輸出国機構)加盟･非加盟国が、2018年3月ま
でとしてきた原油の協調減産を同年末まで伸ばすことで合意し、原油先物が上昇
し、1日には続伸した。

消費者物価指数の伸びは加速

10月の消費者物価指数(除く生鮮食品)は前年同月比+0.8%と、前月の伸びを0.1ﾎﾟ
ｲﾝﾄ上回った。前日の米株高に加え、円安などもあり、株式相場は上昇した。

ﾌﾘﾝ前大統領補佐官、ﾛｼｱ疑惑での虚偽供述を認める

2月に大統領補佐官を解任されたﾌﾘﾝ氏が、ﾛｼｱ高官との接触について、FBI(連邦
捜査局)に虚偽の供述した罪で起訴され、有罪を認めた。捜査がﾄﾗﾝﾌﾟ大統領によ
る司法妨害などに発展する可能性が意識され、欧米で国債利回りが低下、株価は
下落し、ﾄﾞﾙが売られた。ただし、税制改革法案の上院での可決に必要な共和党
票を確保したと同党の上院院内総務が述べたことが、米株式相場を下支えした。
なお、11月のISM(供給管理協会)製造業景況指数は前月比▲0.5ﾎﾟｲﾝﾄの58.2と、
2ヵ月連続の低下となった。同指数は50が好不況の境目。
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